2016年4月11日～12日　朝日、NHK世論調査
参院比例「自民」４０％　朝日新聞４月世論調査
朝日新聞デジタル2016年4月12日05時07分

仮にいま、参院比例区で投票するとしたら…
　朝日新聞社が実施した全国世論調査（電話）で、今夏の参議院選挙の比例区について「仮にいま投票するとしたら」として尋ねたところ、自民４０％、民進１５％、おおさか維新の会６％、共産５％、公明４％などとなった。衆参同日選については、「賛成」が「反対」を上回った。
　比例区投票先を無党派層でみると、自民１５％、民進１５％、共産６％、おおさか維新の会６％、公明３％、などとなった。
　どの政党を支持しているかとの質問では、自民３８％、民進８％、公明３％、共産３％、おおさか維新の会２％などとなった。前回の３月調査（政党は当時）では、自民４０％、民主７％、公明３％、共産３％、おおさか維新の会１％などとなっていた。
　民主党と維新の党が合流し、３月２７日に発足した民進党について期待するかどうかを聞いたところ、「期待しない」５８％が「期待する」３２％を上回った。無党派層でみても、「期待しない」５２％、「期待する」３１％となった。
　衆参同日選挙の賛否は、「賛成」３９％、「反対」３０％。「その他・答えない」も３１％いた。内閣支持層では「賛成」４７％が「反対」２８％を上回ったが、不支持層では「賛成」３９％、「反対」３８％と割れた。
　参院選から１８、１９歳も投票できるようになる中、学校外で政治活動に参加する高校生に、学校が事前に届け出を求めることについて尋ねたところ、「妥当だ」４３％、「妥当ではない」４２％と見方が割れた。男女別では、男性の「妥当だ」は４４％、「妥当ではない」４７％、女性の「妥当だ」は４２％、「妥当ではない」３７％となった。
消費増税「延期すべきだ」５９％　朝日新聞４月世論調査
朝日新聞デジタル2016年4月12日03時05分

　


　朝日新聞社が９、１０日に実施した全国世論調査（電話）によると、来年４月に予定されている消費税１０％への引き上げについての質問で、「延期すべきだ」５９％が「延期すべきではない」３２％を上回った。一方で、引き上げ延期で社会保障に悪い影響が出る不安についても尋ねたところ、「大いに」「ある程度」を合わせた「感じる」が６４％と半数を超えた。
　内閣支持、不支持や支持政党別で「延期すべきだ」と答えた人をみると、内閣支持層（５４％）、内閣不支持層（６９％）、自民支持層（５２％）、民進支持層（７０％）、無党派層（６１％）となり、いずれも半数を超えた。
　安倍内閣の支持率は４５％（前回３月調査４４％）で、不支持率は３４％（同３５％）と、いずれもほぼ横ばいだった。男女別では、男性の「支持する」は５１％、「支持しない」３４％。女性の「支持する」は４０％、「支持しない」３４％だった。
　安倍内閣の経済政策をどの程度評価するかについての質問では、「大いに」「ある程度」を合わせた「評価する」は５１％。「あまり」「まったく」を合わせた「評価しない」は４６％と、見方が割れた。また、「評価する」と答えた人の７１％が内閣を「支持する」と答え、「評価しない」と答えた人の６２％が内閣を「支持しない」と答えた。
　３月２９日に施行された安全保障関連法の賛否を尋ねると、「賛成」３５％に対し、「反対」４６％が上回った。内閣支持層、不支持層でみると、支持層では「賛成」５８％が「反対」２７％を上回り、不支持層では「反対」７６％が「賛成」１３％を引き離した。
　今夏の参院選で投票先を決めるとき、安保法を判断材料として重視するかについても尋ねたところ、「重視する」５４％が「重視しない」３２％より多かった。安保法に「賛成」と答えた人は、「重視する」４５％と「重視しない」４７％が拮抗（きっこう）したが、「反対」と答えた人では「重視する」７０％が「重視しない」２２％を圧倒した。
世論調査―質問と回答〈４月９、１０日実施〉
朝日新聞デジタル2016年4月12日03時07分
（数字は％。小数点以下は四捨五入。質問文と回答は一部省略。◆は全員への質問。◇は枝分かれ質問で該当する回答者の中での比率。〈　〉内の数字は全体に対する比率。丸カッコ内の数字は、３月１２、１３日の調査結果）
◆安倍内閣を支持しますか。支持しませんか。
　支持する　　４５（４４）
　支持しない　３４（３５）
◇それはどうしてですか。（選択肢から一つ選ぶ＝択一。左は「支持する」４５％、右は「支持しない」３４％の理由）
　首相が安倍さん　　１５〈７〉　９〈３〉
　自民党中心の内閣　２６〈１２〉　１９〈６〉
　政策の面　　　　　３８〈１７〉　６５〈２２〉
　なんとなく　　　　１９〈９〉　５〈２〉
◇（「支持する」と答えた４５％の人に）これからも安倍内閣への支持を続けると思いますか。安倍内閣への支持を続けるとは限らないと思いますか。
　これからも安倍内閣への支持を続ける　　４６〈２１〉
　安倍内閣への支持を続けるとは限らない　５１〈２３〉
◇（「支持しない」と答えた３４％の人に）これからも安倍内閣を支持しないと思いますか。安倍内閣を支持するかもしれないと思いますか。
　これからも安倍内閣を支持しない　６５〈２２〉
　安倍内閣を支持するかもしれない　３０〈１０〉
◆今、どの政党を支持していますか。政党名でお答えください。
　自民３８（４０）▽民進８（―）▽公明３（３）▽共産３（３）▽おおさか維新の会２（１）▽社民０（１）▽生活０（０）▽日本のこころ０（０）▽元気０（０）▽新党改革０（０）▽その他の政党１（０）▽支持政党なし３４（３６）▽答えない・分からない１１（９）
◆これまで選挙の投票に、どの程度いっていますか。（択一）
　ほぼ毎回いっている　　　　６１
　いくことのほうが多い　　　２４
　いかないことのほうが多い　１０
　ほとんどいっていない　　　　５
◆今年の夏に、参議院選挙があります。仮にいま投票するとしたら、比例区ではどの政党、またはどの政党の候補者に投票したいと思いますか。（択一）
　自民４０（４３）▽民進１５（―）▽公明４（４）▽共産５（６）▽おおさか維新の会６（５）▽社民０（１）▽生活１（１）▽日本のこころ１（１）▽元気０（０）▽新党改革０（０）▽その他の政党２（２）▽答えない・分からない２６（２２）
◆この夏の参議院選挙に合わせ、衆議院を解散して、衆参同日選挙を行うことに賛成ですか。反対ですか。
　賛成　３９
　反対　３０
◆民主党と維新の党などが合流し、民進党ができました。民進党に期待しますか。期待しませんか。
　期待する　　３２
　期待しない　５８
◆安全保障関連法についてうかがいます。集団的自衛権を使えるようにしたり、自衛隊の海外活動を広げたりする安全保障関連法に、賛成ですか。反対ですか。
　賛成　３５
　反対　４６
◆今年の夏に参議院選挙があります。参院選で投票先を決めるとき、安全保障関連法のことを判断材料として、重視しますか。重視しませんか。
　重視する　　５４
　重視しない　３２
◆安倍内閣の経済政策をどの程度評価しますか。（択一）
　大いに評価する　　　　５
　ある程度評価する　　４６
　あまり評価しない　　３５
　まったく評価しない　１１
◆来年４月に消費税を１０％に引き上げることが予定されています。消費税１０％の引き上げを、延期すべきだと思いますか。延期すべきではないと思いますか。
　延期すべきだ　　　　５９
　延期すべきではない　３２
◆消費税の引き上げを延期することで、社会保障に悪い影響が出る不安をどの程度感じますか。（択一）
　大いに感じる　　１７
　ある程度感じる　４７
　あまり感じない　２５
　まったく感じない　６
◆厚生年金や国民年金などの公的年金制度を、どの程度信頼していますか。（択一）
　大いに信頼している　　　７
　ある程度信頼している　４５
　あまり信頼していない　３６
　まったく信頼していない　９
◆高校生の政治活動についてうかがいます。この夏の参議院選挙から、１８歳と１９歳の人も投票できるようになります。学校外で政治活動に参加する高校生に対して、学校が事前に届け出を求めることは、妥当だと思いますか。妥当ではないと思いますか。
　妥当だ　　　　４３
　妥当ではない　４２
　　　　　◇
〈調査方法〉９、１０の両日、コンピューターで無作為に作成した番号に調査員が電話をかける「朝日ＲＤＤ」方式で、全国の有権者を対象に調査した（福島県の一部を除く）。世帯用と判明した番号は３８４８件、有効回答は１８５８人。回答率４８％。
安保関連法 評価する４２％ 評価しない４８％
NHK4月12日 4時00分
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ＮＨＫの世論調査で、先月施行された安全保障関連法への評価を尋ねたところ、「評価する」と答えた人が４２％だったのに対し、「評価しない」と答えた人は４８％でした。
ＮＨＫは、今月８日から３日間、全国の２０歳以上の男女を対象に、コンピューターで無作為に発生させた番号に電話をかける「ＲＤＤ」という方法で世論調査を行い、調査対象の６６％に当たる１０４１人から回答を得ました。
　この中で、６つの政策課題を上げて、ことし夏の参議院選挙で投票先を選ぶ際に、最も重視したいと考えることを聞いたところ、「社会保障」と「景気対策」がともに２２％、「消費税」が１８％、「憲法改正」と「安全保障」がともに１２％、「ＴＰＰ＝環太平洋パートナーシップ協定」が４％でした。
　また、集団的自衛権の行使を可能にすることなどを盛り込んだ、安全保障関連法が先月、施行されましたが、この法律への評価を尋ねたところ、「大いに評価する」が９％、「ある程度評価する」が３３％で、合わせて４２％でした。これに対し、「あまり評価しない」が２７％、「まったく評価しない」が２１％で、合わせて４８％でした。
　一方、現在、停止している原子力発電所の運転を再開することについては、「賛成」が１８％、「反対」が４３％、「どちらともいえない」が３３％でした。
安倍内閣 「支持する」４２％ 「支持しない」３９％
NHK4月11日 19時43分
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ＮＨＫの世論調査によりますと、安倍内閣を「支持する」と答えた人は先月より４ポイント下がって４２％、「支持しない」と答えた人は２ポイント上がって３９％でした。
ＮＨＫは今月８日から３日間、全国の２０歳以上の男女を対象に、コンピューターで無作為に発生させた番号に電話をかける「ＲＤＤ」という方法で世論調査を行いました。調査の対象となったのは、１５９０人で、６６％に当たる１０４１人から回答を得ました。
　それによりますと、安倍内閣を「支持する」と答えた人は先月より４ポイント下がって４２％でした。一方、「支持しない」と答えた人は２ポイント上がって３９％でした。
　支持する理由では、「他の内閣より良さそうだから」が４１％、「実行力があるから」が１９％、「支持する政党の内閣だから」が１５％、などとなっています。これに対し、支持しない理由では、「政策に期待が持てないから」が４８％、「人柄が信頼できないから」が１６％、「支持する政党の内閣でないから」と、「実行力がないから」が、ともに９％でした。
　安倍内閣の経済政策について尋ねたところ、「大いに評価する」が６％、「ある程度評価する」が４１％、「あまり評価しない」が３５％、「まったく評価しない」が１２％でした。
　消費税の税率を、予定どおり来年４月に１０％に引き上げることへの賛否を聞いたところ、「賛成」が２２％、「反対」が４５％、「どちらともいえない」が２８％でした。
　安倍内閣の子育て支援に関する取り組みを評価するかどうか尋ねたところ、「大いに評価する」が５％、「ある程度評価する」が３５％、「あまり評価しない」が３７％、「まったく評価しない」が１５％でした。
　ＴＰＰ＝環太平洋パートナーシップ協定を今の国会で承認することへの賛否を聞いたところ、「賛成」が２４％、「反対」が１８％、「どちらともいえない」が４７％でした。
　今度の参議院選挙で与党と野党の議席がどのようになればよいと思うか尋ねたところ、「与党の議席が増えたほうがよい」が２３％、「野党の議席が増えたほうがよい」が３２％、「どちらともいえない」が４０％でした。
　国政選挙で、自民・公明の与党に対抗するために、民進党と共産党が協力する動きを評価するかどうか聞いたところ、「大いに評価する」が８％、「ある程度評価する」が３０％、「あまり評価しない」が３０％、「まったく評価しない」が２４％でした。
ＮＨＫ世論調査 各党の支持率
NHK4月11日 19時40分
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ＮＨＫの世論調査によりますと、各党の支持率は、自民党が３４．９％、民進党が９．１％、公明党が４．１％、共産党が４．８％、おおさか維新の会が１．４％、社民党が０．５％、「特に支持している政党はない」が３３．１％でした。
